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多様な主体の交流による地域づくりの可能性 
――成果の個別性と仕組みの共通性―― 
 
金井 雅之 
 
1 はじめに 
 
 地域とは、社会科学における重要な研究対象でありながら、最もとらえどころのない概念の
ひとつでもある。 
 商店街や観光地のような範囲から、ときには複数の国家を包摂するような範囲をさすことも
あるこの概念は、空間的領域という観点から実体的にとらえようとすると、何とも収まりが悪
い。にもかかわらず、われわれが日常会話や学問的討議や地域づくりのような共同的営為の場
でこの概念を何の混乱もなく使えているのは、形成と消滅を繰り返すこうしたコミュニケー
ションの磁場の中で、この概念についての共通の了解がその都度形成されているからにほかな
らない。この意味で、地域とは社会科学、なかんずく社会学の固有の研究対象としての「意味
世界」（盛山 2011）の典型である。 
 地域を意味世界としてとらえることは、この概念を空間的領域という実体的概念や、「住民」
のようなそれと強く結びついた制度的構築物から「とりあえず」切り離して理解することを可
能にする。つまり、地域とは第一義的には人びとの主観的利害関心の共通の焦点をあらわす概
念である。もちろん、地域という意味世界は空間的領域とまったく無関係に存立するわけでは
ないから、ある空間的領域にいわば縛り付けられている「住民」が、その縛り付けられ方の程
度（たとえば職業）に応じた強さないし弱さでその地域の問題に利害と関心をもつのは自然な
ことである。しかし、同時にある空間的領域にふつうの意味で縛り付けられていない人であっ
ても、その地域に（共同）主観的な利害関心を持つのは、何ら不思議なことではない。地域に
おける「よそ者」や「助言者」の位置づけは、このような観点から理解することができる。 
 本稿の目的は、専修大学社会科学研究所が 2012 年度におこなった春期実態調査の訪問先のひ
とつであった、斉藤俊幸氏への聞き取りの内容を報告することである。斉藤氏の地域づくりの
経験は地域的にも成果的にもきわめて多岐にわたるが、その活動の背後には「仕組みづくり」
という一貫した筋がある。そこで本稿では、斉藤氏の地域づくりへのかかわりを聞き取りやそ
の後の質疑応答でのお話を取り混ぜて紹介していくことを通じて、多様な主体の交流という観
点から現在の地域づくりの動向と可能性を展望する。 
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2 聞き取りの経緯と斉藤俊幸氏の活動の原点 
 
 斉藤俊幸氏への聞き取りは、2013 年 2 月 24 日の 16 時頃から約 1 時間半にわたり、愛媛県西
条市の西条国際ホテル会議室でおこなわれた。 
 1955 年生まれの斉藤氏は現在 57 歳。本来の肩書きは 1982 年に創立されたイング総合計画株
式会社の代表取締役であるが、これは夫人と 2 人で経営している名目的な組織とのことである。
いただいた名刺には他の肩書きとして、「地域再生マネージャー（ふるさと財団）」、「地域活性
化伝道師（内閣官房）」、「地域経営の達人（総務省）」の 3 つが掲載されている。 
 これらの肩書きからわかるように、斉藤氏は政府や財団の各種助成制度とうまく連携しなが
ら、全国の現場にアドバイスに出かけるという形で、地域づくりにかかわってきた。 
 表 1 は、斉藤氏のこれまでの軌跡を年表形式で整理したものである。 
 斉藤氏の地域づくりへのかかわりの原点は、2003 年から 2004 年にかけて具体化した神奈川
県横須賀市追浜地区の「まちなか研究室 追浜こみゅに亭＆ワイナリー」にある（表 1のNo.1）。
これは、追浜商店街の空き店舗を利用した大学と地域との連携による地域活性化をゼミのテー
マとしていた関東学院大学工学部の昌子住江教授が、2003 年度文部科学省の「生涯学習まちづ
くり支援事業」の支援を受けて開設したもので、当時同大学の非常勤講師だった斉藤氏もこれ
にかかわることになる。 
 商店街の空き店舗を活用した「追浜こみゅに亭＆ワイナリー」は、1 階がワイナリーと特産
品を売る店舗、2 階が学生や住民向けのコミュニティ・スペースという構造になっており、大
学と地域との連携の拠点としての「まちなか研究室」をコンセプトとしていた（地域活性化セ
ンター 2007）。このように現場に拠点を設けて住民とともに地域づくりに取り組んでいくこと
や、大学やその学生と地域との間に交流・連携の流れを作っていくことは、後の斉藤氏の地域
づくりの手法の核となっていく。 
 
3 「瓢箪から駒」と「怪我の功名」――仕組みづくりの重要性 
 
 この経験を踏まえて斉藤氏は、2004 年度から熊本県荒尾市の地域づくりにかかわっていく
（表 1 の No.2）。これは、地方自治体の出資により 1988 年に設立された財団法人地域総合整備
財団（通称ふるさと財団）が 2004 年度から始めた「地域再生マネージャー事業」のひとつであ
り、斉藤氏はこの地域再生マネージャーという肩書きで荒尾市の地域再生に取り組むことにな
る。 
 三池炭鉱の労働力供給基地として発展してきた荒尾市は、炭鉱閉山後の人口流出による高齢 
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化と地元産業の衰退に苦しんでいた。そこで斉藤氏は、「地元でお金を循環させるために①商店
街の空き店舗を活用したまちなか研究室の設立による産学住協働の場の創出、②連携組織の設
立による雇用の受け皿づくり、③やる気のあるグループづくり、④継続的なコミュニティ活性
化の仕組みづくり、⑤お金をかけずに誰でもできるコミュニティビジネスモデルづくり」（地域
総合整備財団 2006: 28）という目標を掲げて活動を始める。 
 現地に実際に住み込んで住民との協働を始めた斉藤氏は、当初空き店舗を利用したまちなか
研究室「青研」や、「商店街ワイナリー」、コミュニティレストラン「菜の花」などをつぎつぎ
に開設し、地元の有明高等専門学校との連携も進めていく。これらはいうまでもなく、直前の
追浜での成功モデルを模倣したものである。 
 しかし、実際に地域づくりを進めていく中で、予期せぬ出来事に突きあたることになる。少
し長いが、ふるさと財団の事業報告書に掲載された本人の文章を引用しよう。 
 
 最初に、まちなか研究室「ありあけの里」を紹介するばい。「ありあけの里」は平成 18
年 3 月に農協有明支所の旧米蔵を活用してオープンしました。オープンを前にして、保健
所から野菜を売るなら土壁、天井なしで販売許可は取れるが加工品を置くなら天井と壁を
新たに作る必要があると言われ、そうなると 200 万円程度の建設費が必要となり計画自体
が頓挫しかけました。ばってん、「加工品を置くところだけ壁と天井を作ればいいのでは」
というおじいさんの提案で 8 畳一間の壁と天井を作ることになったとです。お金がない中
まさに知恵と工夫で地域再生する皆さん。しかし、平成 18 年の台風 13 号で屋根瓦は飛び
米蔵は雨漏り。その後、レジ担当の皆さんがボランティアで働き資金を確保、ありあけの
里は米蔵の前で新築工事にこぎつけるのでした。上棟式には、近所の人たち、子供たちが
たくさん集まり、餅投げが盛大に行われました。ありあけの里の人たちの自力での直売所
建設はまさに地域再生が目指すものなんだと本当に感動したばい。 
 次に紹介するのがコミュニティレストラン「菜の花」。中央商店街の空き店舗を活用して
平成 17 年 9 月にオープン。しかし、席数が少なく、家賃支払いもありどうしても採算が合
わない。家賃を払いながらの営業が難しく、撤退することとなりました。ばってん、シェ
フの皆さんから、どうしても活動を続けたいとの話が出て、あるシェフの両親が住んでい
た住宅を借りての再開ということになりました。そしたら、何と一日 50 食も出る大盛況。
収益があがるようになったとたい。 
 ありあけの里が「瓢箪から駒」ならコミュニティレストラン菜の花は「怪我の功名」で
す。やる気のあるグループが自らの意思で地域課題を解決しています。そんな苦難をみん
なで切り開いてきたから強いのです。（日本インテリジェントトラスト 2007: 55） 
－ 38 － 
 「瓢箪から駒」、「怪我の功名」ということばは、聞き取りの際にも何度も登場した斉藤氏の
好むフレーズであり、出典は斉藤氏の小学生時代の同級生だった藤本隆宏東京大学大学院経済
学研究科教授のもの造りにかんする研究である（藤本 1997, 2003）。これらは、地域づくりの現
場においては、多様な主体が協働し、課題解決に向けて創意工夫していく中で、よいアイディ
アや成功モデルがえてして「唐突に」登場してくることを指している。つまり、成功モデルと
はしばしば事後的にそのように認識されたものであり、最初から計画的に意図したものではな
い。 
 しかし一方で、他地域で成功したモデルを模倣することが無意味であるわけでもない。「瓢箪
から駒」や「怪我の功名」をもたらした当事者たちの主体的なかかわりをうながしたきっかけ
は「まちなか研究室」という協働の場の創設であったし、「コミュニティレストラン」というア
イディアを模倣してみたからこそ失敗が生まれたのである。 
 斉藤氏との質疑応答の中で、「地域おこしにモデルは存在するのか」という質問があった。こ
れに対する斉藤氏の答えは、「コンセプトやデザインではない仕組みが大切」というものであっ
た。ここでいう仕組みとは、産学住の連携や現地への住み込みといった斉藤氏のスタイルを指
すものと推測される。仕組みづくりの最初のきっかけとしてのコンセプトやデザインを外部か
らもたらしてくれる斉藤氏のようなアドバイザーと、現状への危機意識は共有しているものの
具体的なアイディアや仕組みをもたない当事者たる住民たち。こうした多様な視点や立ち位置
をもつ主体が、荒尾市やその中心商店街といった地域を共通の焦点としてかかわり、コミュニ
ケートしていく中で、地域づくりがおこなわれていく。地域づくりとはこうした社会的相互作
用のおこなわれる場、すなわち過程であって、結果ではない。 
 荒尾市での取り組みからは、もうひとつの「瓢箪から駒」が生まれた。それは、中心市街地
の衰退による高齢者を中心とした「買物難民」の発見と、それに対応するための徒歩圏内マー
ケットの実現である。ふるさと財団で事業として採択されたときの計画には記載されていな
かったこの問題が、後に新しい社会問題としてマスコミ等で大々的に取り上げられることに
なったのは、周知のとおりである。 
 こうした荒尾市での取り組みは、2004～6 年度の足かけ 3 年度におよんだ。前述のように、
その間斉藤氏は荒尾市に実際に移り住んで、住民とともに協働をおこなってきた。しかし 2007
年度になると、氏は熊本県宇城市に住居を移して、同じくふるさと財団の地域再生事業に携わ
ることになる。 
 このように、地元に一定期間住み込んだ上で、数年ごとに他の地域に移動していくのは、斉
藤氏の特徴的なスタイルである。質疑応答の中で斉藤氏はこれについて、「2～3 年で流れを作
るだけで、次の地域に移る。成功体験を享受せずに捨てていくことが大切である」と述べてい
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る。斉藤氏の肩書きのひとつである「地域活性化伝道師」とは、内閣官房地域活性化統合事務
局がおこなっている地域活性化・総合コンサルティング業務にかかわる専門家集団のことで、
2013 年 4 月 1 日現在 304 名が登録されている（内閣官房地域活性化統合事務局 2013）。 
 伝道師として全国各地を、本人の言葉を借りれば「西から東へ」移動していく斉藤氏のスタ
イルは、必ずしも特定の空間的領域に縛り付けられない多様な主体が、しかしある瞬間にはあ
る空間的領域を共通の焦点として緩やかに集う中で進行していく、地域づくりの本質を示唆し
ている。 
 
4 大学との連携 
 
 熊本県宇城市で地域内および大都市圏との間での小さな資金循環の流れを作り上げることに
成功した斉藤氏のつぎのターゲットは、高知県の土佐市と本山町である（表 1 の No.5, 6, 9；2009
～11 年度）。しかし本稿では論理展開の都合上、2010 年度に実施された秋田県由利本荘市での
取り組み（表 1 の No.8）を先に紹介したい。 
 由利本荘市の事業が本格的に実施されたのは 2010 年度であるが、その前年度にあたる 2009
年度に斉藤氏は、ふるさと財団の「短期診断マネージャー」として由利本荘市を訪れている（表
1 の No.7）。このように、地域に住み込んで本格的に活動する前に事前調査のような形でその地
域を訪問するのも斉藤氏の特徴的なスタイルであり、高知県土佐市と本山町での事業の際も、
その前に短期診断マネージャーとして現地を訪れている（表 1 の No.4）。 
 また、由利本荘市の事業における斉藤氏の肩書きは「地域力創造アドバイザー」である。こ
れは総務省が市町村からの依頼を受けて年度内に延べ 10 日以上民間の専門家や先進市町村の
職員を派遣する事業における専門家の呼称であり、総務省ウェブページ内の「地域人材ネット」
というデータベースに、2012 年 11 月現在で計 223 名が登録されている（総務省 2013d）。「短期
診断マネージャー」はふるさと財団の事業であるから、斉藤氏は由利本荘市にまずふるさと財
団の事業として下見にいき、その翌年度に総務省の事業として本格的にかかわったことになる。
このように、政府や公的機関のさまざまな補助制度をうまく活用して地域づくりにかかわって
いくのも、斉藤氏ならではのスタイルといえよう。 
 さて、その由利本荘市での事業の舞台は、鳥海高原にある宿泊施設「ユースプラトー」であ
る。これは第三セクターが運営する学生を対象としたスポーツ合宿所であるが、慢性的な赤字
が続いていた。 
 この施設の経営再建にあたって斉藤氏が注目したのが、地元秋田県が運営する公立大学法人
国際教養大学（秋田市）である。国際教養大学は、すべての授業を英語でおこなうなど、グロー
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バルに通用する人材を育てるためのユニークな教育課程によって、全国的に注目を集めている。
斉藤氏が企画したのは、この大学の公認サークルである「Jump Starter」と連携して、ユースプ
ラトーで高校生向けの英語合宿を開催することであった。 
 第 1 回の合宿は 2012 年 12 月 26 日から 30 日の 4 泊 5 日にわたっておこなわれ、定員 30 名に
対して 33名の参加者があった。参加者の居住地は秋田県内が 16名、県外が 17名とほぼ半々で、
遠いところでは香川県や福岡県からの参加もあった。これ以降、2012 年 7 月～8 月の合宿まで
計 7 回が開催され、参加者延べ人数は 200 人以上にのぼった（Jump Starter 2013a）。 
 合宿の講師は、国際教養大学の現役の学部生や大学院生が務めた。参加者には国際教養大学
の受験を目指す者が多かったようで、「英語合宿では、英語小論文のご指導をいただいただけで
なく、実際に国際教養大学での生活がどんなものかということや、留学体験、様々な疑問など
を個人的にお話を聞く時間も設けていただき、国際教養大学を目指す上で大変参考になりまし
た」（Jump Starter 2013b）といった感想もあった。 
 この事業の特徴は、大学や若者の力をうまく使い、地域の中核的な事業の経営再建につなげ
たことだろう。ここには、追浜商店街で培った産学住連携という仕組みや、荒尾市や宇城市で
の事業再生のノウハウが、有機的・複合的に組み合わされている。2009 年度に短期診断マネー
ジャー事業としておこなわれた事前診断では、第三セクター「天鷺ワイン」の再生が課題とし
て挙げられていたから（地域総合整備財団 2010: 58）、ここでも「瓢箪から駒」が起こっている
（もちろん「天鷺ワイン」の事業収支も回復した）。 
 
5 産学住の連携 
 
 そして、先ほど保留した 2009～11 年度の高知県本山町での事業（表 1 の No.6, 9）は、こう
した斉藤氏の地域づくりの手法をまさに総動員したものと位置づけられる。 
 ふるさと財団の「短期診断マネージャー」としての事前視察（2008 年度）を経て、同財団の
「地域再生マネージャー」（2009～10 年度）および総務省の「地域力創造のための企業者定住
促進モデル事業」（総務省 2013c）の「派遣外部専門家」（2011 年度）という立場で高知県本山
町に乗り込んだ斉藤氏がここでおもに取り組んだのは、総務省がおこなっている「地域おこし
協力隊」（総務省 2013a）という事業の側面支援である。 
 地域おこし協力隊とは「地方自治体が、都市住民を受け入れ委嘱。地域おこし活動の支援や
農林漁業の応援、住民の生活支援など『地域協力活動』に従事してもらい、あわせてその定住・
定着を図りながら、地域の活性化に貢献」（総務省 2013b）してもらう制度で、全国の自治体が
受け入れた隊員数は、2009年度から 12年度までの 4年間で延べ 1,376人におよぶ（総務省 2013a）。 
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 おもに大都市圏から地方部の市町村に住民票を移し、地域に住み込んで「地域協力活動」を
おこなう隊員 1 人につき 400 万円を上限とする財政支援（特別交付税）に加えて、自治体 1 団
体あたり 200 万円を上限とする募集経費が総務省から交付される。「地域協力活動」とは、地域
おこしの支援、農林水産業への従事、水源保全・監視活動、環境保全活動などをいう。委嘱期
間はおおむね 1 年以上最長 3 年で、3 年を超える場合は特別交付税による支援は受けられない
（総務省 2013b）。 
 総務省地域力創造グループ人材力活性化・連携交流室が 2012 年 7 月 1 日に自治体経由でおこ
なった実態調査（総務省 2013e）によれば、隊員の性別は男性が約 6 割、年齢層は 20 代が 44%、
30 代が 36%で、20 代と 30 代をあわせると全体の約 8 割を占める。また、2010 年 11 月時点の
調査によれば、隊員になる以前の職業はフルタイムの有職者が 53%と最も多く、無職（20%）、
学生（14%）がこれに続く。さらに、2012 年 1 月時点の調査によれば、任期後の動向は、定住
が 67%、非定住 23%、未定が 10%となっている（総務省 2013f）。 
 要するにこの制度は、大都市圏での職業生活に疑問を感じた 20 代から 30 代くらいの若者の
地方への移住をうながすことによって地域の活性化（および若者自身の自己実現）につなげよ
うとするものであり、隊員の 3 人に 2 人は実際にその後も地域に定住する意向を示しているこ
とから、都市から地方への人口移動および地方の高齢化対策に実際に貢献していることがわか
る。 
 斉藤氏がかかわった高知県本山町でも 2010～2011 年度に合計 10 名の地域おこし協力隊を受
け入れた。おもな活動は林業のノウハウを学んで景観伐採などをおこなう「吉野川森林救援隊」、
石窯ピザでの起業、どぶろくの醸造、耕作放棄地の開墾などであり、協力隊員は個人またはグ
ループでこれらの活動に携わっている。 
 そして、斉藤氏の本山町での活動期間中のもうひとつの実績は、高知県と慶應義塾大学大学
院経営管理研究科（ビジネススクール）が主催する「土佐経営塾」という講座に、地域おこし
協力隊員を参加させたことである。 
 「土佐経営塾」とは、高知県が県内の産業界や高等教育機関と協力して実施している「土佐
まるごとビジネスアカデミー（通称土佐 MBA）」（高知県 2013）の一講座として位置づけられ
ていたもので、2010 年度には高知県・慶應義塾大学・本山町・土佐市の共同事業として実施さ
れた（本山町広報編集委員会 2011）。この講座に、本山町から 10 名、土佐市からも 10 人の地
域おこし協力隊が参加し、慶応大学ビジネススクールの「ケースメソッド教授法」（慶應義塾大
学大学院経営管理研究科 2013）を使った実践的な討論形式により、経営改善にかんする知識を
学んだのである。 
 こうした諸活動を経て、現在斉藤氏は愛媛県今治市で地域再生マネージャーとして地域おこ
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し協力隊の受け入れなどで活躍しているほか（表 1 の No.12）、静岡県函南市、山口県山口市、
兵庫県加東市での短期診断もおこなっている（No.10,11）。今後斉藤氏がどのような新しいデザ
インやコンセプトを開発していくかが、おおいに注目されるところである。 
 
6 多様な主体の交流による地域づくりに向けて 
 
 このような斉藤氏の地域づくり活動において一貫して用いられている手法を改めて整理する
と、おおむね以下の 3 点に集約できるだろう。 
 
(1) 数年単位での住み込みでの活動と、つぎの地域への移動 
 斉藤氏の地域づくりのすごみは、実際に住民票を移して対象地域に住み込んで活動する
ことである。これは大学の研究者や行政関係者などの立場ではなかなかできない、「外部専
門家」としての究極のかかわり方だろう。 
 同時に、活動の成果を享受する前につぎの地域に移動していく潔さは、まさに「伝道師」
という肩書きにふさわしい。ここには、自分の役割は「流れ」つまり仕組みを作ることま
でであって、その後の主役は住民自身である、という斉藤氏の信念が反映されている。 
 
(2) 産学住の連携 
 斉藤氏の地域づくりへのかかわりの原点は、追浜商店街における「まちなか研究室」で
あった。斉藤氏自身の立ち位置はその後大学とは切り離されていくことになるが、このよ
うに特定の大学に所属しないからこそ、いろいろな地域で多様な大学と連携することが可
能になっている面も否めないだろう。 
 そして、大学との連携は、必然的に若者の力の活用につながる。若者の力とは、アイディ
アレベルのものでも実践的な活動でもありうるが、いずれの場合も問題を抱えている当事
者（それは多くの場合その地域に土着してきた中高年の人たちである）とは異なる観点（世
代や地域）を持ち込むことに最大の意義がある。 
 
(3) 各種助成制度の活用 
 こうした異なる視点や実践的なかかわりは、停滞し閉塞した「地域」に一条の光明をも
たらすが、アイディアだけでは地域づくりは完成しないこともまた事実である。荒尾市の
事例での斉藤氏の文章からわかるように、地域づくりの現場では大から小まで世俗的な意
味でのコストがかかるのが現実であり、高尚な学説だけでは構想は実現しない。そこで重
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要になるのが政府や各種財団による公的助成制度であり、これを柔軟に組み合わせて戦略
的にうまく活用してきたことが、斉藤氏の成功をもたらしたと考えられる。実際、聞き取
りの際も、斉藤氏は各種助成制度を活用することの効用を強調していた。 
 しかし、こうした助成制度は当初のきっかけにはなりえても、恒久的に地域づくりを支
え続けてくれるものではない。なぜなら、このような助成制度は、財政状況や政権の方針
の変化などにより、しばしば数年単位で変更されるものだからである。たとえば、斉藤氏
が愛用してきたふるさと財団の「地域再生マネージャー事業」は、現在では「新・地域再
生マネージャー事業」と名称が変更され、実質的な事業内容も変化してきている。また、
「地域おこし協力隊」は先述のようにもともと最長 3 年であり、それを超えた場合は、た
とえ元協力隊員が定住の道を選んだとしても、公的な助成は受けられない。恒久的な地域
づくりを支えうる財政基盤はただひとつ、地域住民自らの集合的な力である。 
 
 こうした手法はすべて、地域づくりという活動が、地域という共通の関心の焦点のもとに緩
やかに集まった、出身も立場もさまざまな多様な主体による社会的相互作用の過程であること
を示唆している。つまり、地域づくりに必要なのは、こうした生産的な相互作用の場、すなわ
ち「仕組み」を作ることなのである。 
 もちろん、こうした「仕組み」は自然にできあがっていくものではない。そこには、斉藤氏
のような触媒となって流れを作ってくれる専門家と、各種助成制度のような財政的基盤が必要
であり、緻密な計画とマネジメントが求められる。 
 そしてこの「仕組み」という観点は、地域づくりというテーマに社会科学として取り組んで
いくときのひとつの方法論上のヒントも与えてくれる。それは、事例の個別性と科学的認識の
一般性との相克に関係する論点である。 
 地域づくりにかんする学術的研究において、個別事例の記述的報告は、分野や時代を問わず
最も多数を占めてきた。このことは事例の無限な多様性と論文の量産のしやすさという観点か
らすれば自然なことではあるが、一方で科学としての社会（科）学の価値に疑問を抱かせる原
因ともなっている。 
 近代自然科学の模倣を志向して誕生した（近代）経済学はもちろんのこと、19 世紀に登場し
た社会学の創設者たちは一様に、実証科学としての社会学の方法を強調している（Durkheim 
1895、Weber 1904 など）。自然科学における「法則」に対応する一般性を社会現象のなかに見
つけ出そうとする試みは、因果法則がある種の予測を可能にすることを鑑みれば、特に政策科
学としての社会科学において不可欠であったのは当然である。 
 地域づくりの研究においてこれまで事例の記述研究が支配的だったことの学問内在的な理由
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のひとつは、地域づくりの事例には歴史や風土や文化といった個別性があまりにも多く関与し
すぎているために、そこから一般的な法則性を抽出することがむずかしかったことであろう。
これは 19 世紀の社会科学方法論争の焦点のひとつであった「文化科学」（Rickert 1899）におけ
る本質的な制約である。 
 しかし、地域づくりの「成果」に注目すると避けがたいように見えるこの個別偶然性が、地
域づくりの「仕組み」に注目する場合は意外と本質的ではないことに、斉藤氏の地域づくりの
経験は気づかせてくれる。つまり、地域づくりの事業内容や成果はさまざまだとしても、それ
を可能にする地域づくりという生産的な相互作用の場を作り出すための「仕組み」は、すべて
の事例で多かれ少なかれ一貫している可能性がある。 
 この「仕組み」に注目することは、実証科学と「意味世界の探求」（盛山 2011）との間で方
法論的に揺れ動く社会（科）学の立場から地域づくりを研究する際の、大きなブレークスルー
となりうる可能性を秘めている。 
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